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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期 

第１四半期 
連結累計期間 

第43期 
第１四半期 
連結累計期間 

第42期 

会計期間 
自  平成26年３月１日 
至  平成26年５月31日 

自  平成27年３月１日 
至  平成27年５月31日 

自  平成26年３月１日 
至  平成27年２月28日 

売上高 （百万円） 66,475 70,529 266,705 

経常利益 （百万円） 3,558 3,652 15,943 

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,015 2,078 8,725 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,808 2,126 9,202 

純資産額 （百万円） 71,860 78,364 77,495 

総資産額 （百万円） 116,532 126,382 126,044 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 38.39 39.58 166.17 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 38.30 39.48 165.79 

自己資本比率 （％） 60.1 60.3 59.8 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もあり

ません。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、報告セグメント区分を変更しております。詳細は

「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」をご参照くださ

い。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

当社の連結子会社）が判断したものであります。 

 

(1）経営成績の分析 

① 連結経営成績に関する定性的情報 

 ・当社グループを取り巻く経営環境 

  当第１四半期連結累計期間の当社を取り巻く経営環境、とりわけ日本国内の顧客動向と雇用環

境につきましては、大手医療機関や大学、大手製造業の一部で、保有する施設の管理を品質とコ

ストの両面から見直す動きが一層強まり、設備管理、清掃や警備業務、更には設備改修工事等を

一括しての引き合いが増加しました。またその一方で、雇用需給が逼迫する中、当社事業におき

ましても新規引き合い物件を着実に取り込んでいく上で、人材の採用や教育・育成が従来にも増

して重要になっております。 

  また、エネルギー使用量の削減を実現する省エネ機器やサービスへのニーズは依然高く、加え

てこの４月より施行された「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に伴い、

商業施設を中心にフロン管理代行業務の受託が増加しております。 

  さらに、当社は小型センサー技術、通信技術の革新で、ＩｏＴ（Internet of Things：モノの

インターネット）を駆使した次世代の施設管理手法の開発に向けた取り組みを推進しておりま

す。 

  中国・アセアン各国では、依然としてファシリティマネジメントサービスの需要が供給を上回

る状況が続いております。当社が事業を展開しているマレーシア、ベトナムをはじめとしたアセ

アン各国では省エネ関連規制が導入されるなど、従来の施設管理だけでなく省エネサービスと一

体化したファシリティマネジメントサービスへのニーズが高まっております。 

 

・サービス提供先の拡大 

  このような状況下、日本では、複数の新規大型商業施設、医療関連施設、金融機関の複数オフ

ィス、大型物流施設等へ新たにサービスの提供を開始しました。とりわけ、病院・介護施設市場

では、前年度より取り組みを本格化したサービスメニューの開発、及び専門部署による営業活動

が奏功し、４月より医療関連施設21物件へ新たにサービスの提供を開始しました。これにより管

理物件における病床数を前期実績の約２倍にまで拡大することができました。 

  海外では、総合ＦＭＳ事業の更なる拡大を図るため、各国・各地域とのネットワークを構築、

品質管理の手法や環境対応技術の展開を推進しました。中国では新たに大型商業施設が開業し、

サービスの提供を開始しました。マレーシアではシェア拡大に向けた体制強化を行いました。ベ

トナムでは、新たにハノイ支店を開設し、事業エリアを拡大しました。それらの結果、中国では

累計で155件、マレーシアでは122件、ベトナムではスポット案件を中心に171件へサービスの提供

先を拡大しました。 
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・競争優位性の更なる強化 

  当社グループは競争優位性を更に強固なものとするため、中期経営計画の柱と位置づける「衛

生清掃」、「エネルギーソリューション」両事業の強化に取り組みました。 

  衛生清掃事業では、清掃品質の可視化に向けた取り組みに着手しました。特に医療関連施設に

向けては、交差汚染を予防するために、器具の洗浄度検査に利用されるＡＴＰ測定法（※１）に

よる評価基準づくりに着手しました。当社グループが強みとする清掃業務の品質を数値化するこ

とで、より高いレベルでの衛生管理の仕組みを構築してまいります。 

  エネルギーソリューション事業では、ＢＥＭＳ（※２）とクラウドコンピューティングの活用

による独自の遠隔制御システムの導入、展開に向けた取り組みを進めました。技術革新、及び通

信規格の整備により、照明・空調・冷蔵冷凍機などの各種設備機器のＩｏＴ（Internet of 

Things：モノのインターネット）化が進んでいます。これらＩｏＴ化した各種設備を包括的に管

理し、故障予測の高精度化、省エネルギー化に加え、遠隔制御していくシステムの構築を進めて

まいります。 

 

※１ ＡＴＰ測定法 

すべての生物の細胞内に存在するＡＴＰ（アデノシン三リン酸）を酵素などと組み合わせて発光させ、その発光量

を測定する方法。細菌や残渣などの汚染物質が残っているとＡＴＰが存在し、発光することにより医療機関などで

器具の汚染調査、洗浄度調査に利用される。 

 

※２ ＢＥＭＳ（ビルディング エネルギー マネジメントシステム） 

建物に設置された設備や機器のエネルギー使用量データを蓄積・解析し、効率よく制御することで省エネルギー化

や運用の最適化を行う管理システム 

 

・経営成績 

  こうした取り組みの結果、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高705億29百万円（前

年同四半期比106.1％）、営業利益36億25百万円（同102.4％）、経常利益36億52百万円（同

102.6％）、当期純利益20億78百万円（同103.1％）となりました。 

 

② 当第１四半期連結累計期間における主要事業の概況 

セグメントの名称 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同四半期比（％） 

設備管理事業 12,103 17.2 107.8 

警備事業 9,306 13.2 104.2 

清掃事業 11,656 16.5 106.5 

建設施工事業 13,059 18.5 110.1 

資材関連事業 12,080 17.1 103.1 

自動販売機事業 8,107 11.5 97.3 

サポート事業 4,215 6.0 121.6 

合 計 70,529 100.0 106.1 

 

・設備管理事業は、売上高121億３百万円（前年同四半期比107.8％）となり前年を上回る結果と

なりました。保守・点検業務の新規受託に加えて、フロン管理代行業務の受託を拡大しました。

また、ＢＥＭＳを核としたエネルギーマネジメントシステムの運用、及び遠隔制御システムの導

入・展開を進めました。 
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・警備事業は、売上高93億６百万円（前年同四半期比104.2％）となり前年を上回る結果となり

ました。新規施設の常駐警備に加えて、開業に伴う臨時警備の受託を拡大しました。更に従来の

施設内警備に接遇サービスを取り入れたアテンダーサービスの提案を進めた結果、新たに商業施

設５店舗に対してサービスの提供を開始し、導入店舗数を35店舗に拡大することができました。 

 

・清掃事業は、売上高116億56百万円（前年同四半期比106.5％）となり前年を上回る結果となり

ました。新規受託に加えて、医療関連施設に向けた独自の衛生清掃モデルにより、病院・介護施

設市場の受託を拡大することができました。また、前年より取り組みを進めている現場単位の小

集団活動「働きやすさ追求活動」を推進することで清掃業務の継続的な品質改善に取り組みまし

た。 

 

・建設施工事業は、売上高130億59百万円（前年同四半期比110.1％）となり前年を上回る結果と

なりました。集客力の向上のため、商業施設への積極的な投資を進めるお客さまへの提案活動を

推進した結果、イオングループ内の既存店活性化や維持・修繕工事を中心に堅調に受託を拡大す

ることができました。 

 

・資材関連事業は、売上高120億80百万円（前年同四半期比103.1％）となり前年を上回る結果と

なりました。新規の顧客開拓に加え、既存取引先の新たな需要を取り込むことで、順調に取引を

拡大することができました。同時に電子商談による仕入コストの削減や物流コストの削減等、収

益性改善に向けた取り組みを推進しました。更に、イオンのプライベートブランド「トップバリ

ュ」向け包装資材の受託拡大に向けて、組織体制の強化、ならびにアライアンス体制の構築に取

り組みました。 

 

・自動販売機事業は、売上高81億７百万円（前年同四半期比97.3％）となり前年を下回る結果に

なりました。業界全体の販売数量が前年を割り込む中、お客さま施設への自販機設置提案を積極

化するため、３月に新規顧客開拓の専門部署を新設しました。また、利益構造の変革を目指し、

自販機専用のプライベート飲料商品の開発等、販売強化に向けた取り組みを推進しました。更

に、デジタルサイネージ型自販機では、従来の飲料販売に加え、動画による広告枠の提供による

新たな事業モデルの構築に取り組みました。 

 

・サポート事業は、売上高42億15百万円（前年同四半期比121.6％）となり前年を上回る結果と

なりました。 (株)カジタクでは、家事代行サービスをパッケージ化した「家事玄人（カジクラ

ウド）」の販売拡大（売上高前年同四半期比148.2％）に加え、家事代行・生活支援サービスの

メニュー拡充も行い、業績を大きく伸ばし、同セグメントの売上高、及び収益性の向上に寄与い

たしました。 

 

 なお、セグメント間の内部売上高又は振替高を調整後のセグメント利益は、設備管理事業につ

いては10億45百万円（前年同四半期比101.6％）、警備事業は６億96百万円（同100.1％）、清掃

事業は14億82百万円（同100.9％）、建設施工事業は９億32百万円（同125.8％）、資材関連事業

は５億68百万円（同122.4％）、自動販売機事業は４億50百万円（同81.7％）、サポート事業は

３億55百万円（同100.6％）となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

① 資産 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ３億37百万円（0.3％）増

加して1,263億82百万円となりました。 

  これは主に、受取手形及び売掛金、電子記録債権を合わせた売上債権の増加37億52百万円、関

係会社寄託金の減少34億円によるものであります。 
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② 負債 

 負債は、前連結会計年度末に比べ５億31百万円（1.1％）減少して480億17百万円となりまし

た。 

  これは主に支払手形及び買掛金、電子記録債務を合わせた仕入債務の増加26億８百万円、賞与

引当金の増加10億４百万円、未払金の減少25億69百万円、未払法人税等の減少22億96百万円によ

るものであります。 

③ 純資産 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ８億69百万円（1.1％）増加して783億64百万円となりまし

た。 

  これは主に四半期純利益の計上20億78百万円、配当の実施13億13百万円により利益剰余金が７

億91百万円増加したことによるものであります。 

 

  以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末59.8％から0.5ポイント増加し60.3％となりま

した。 

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。 

 

(4）研究開発活動 

  特記事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,400,000

計 86,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成27年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年７月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,169,633 54,169,633
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 54,169,633 54,169,633 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

  当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

決議年月日 平成27年４月９日

新株予約権の数（個） 248

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,800（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 0.5

新株予約権の行使期間 平成27年６月10日～平成42年６月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格    2,841.5

資本組入額  1,420.75 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を割り当てられた者及び相続の場合の権利承継

者は、新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供すること

はできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１  当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、係る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が吸収分割も

しくは新設分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式数の調整を必要とする場合は、当社は必要と

認められる株式数の調整を行うものとする。

２  新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

３  新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権を割り当てられた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取

締役又は監査役の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であって

も、退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとする。

(2）新株予約権については、その数の全数につき一括して行使することとし、これを分割して行使することは

できないものとする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。 
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年３月１日～

平成27年５月31日
－ 54,169 － 3,238 － 2,963

 

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確

認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年２月28日）に

基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】

平成27年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  1,645,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,445,100 524,451 －

単元未満株式 普通株式     79,333 － －

発行済株式総数 54,169,633 － －

総株主の議決権 － 524,451 －

（注）１  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）含ま

れております。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

 

イオンディライト㈱

大阪市中央区南船場

２丁目３番２号
1,645,200 － 1,645,200 3.04

計 － 1,645,200 － 1,645,200 3.04

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27

年３月１日から平成27年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成

27年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期

レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年２月28日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 15,580 15,027 

受取手形及び売掛金 ※ 36,674 ※ 39,625 

電子記録債権 ※ 3,381 ※ 4,182 

たな卸資産 2,618 2,557 

関係会社寄託金 41,326 37,865 

その他 5,065 5,651 

貸倒引当金 △168 △165 

流動資産合計 104,477 104,743 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,009 1,013 

土地 278 278 

その他（純額） 3,073 3,121 

有形固定資産合計 4,361 4,414 

無形固定資産    

のれん 9,069 8,785 

その他 1,867 2,089 

無形固定資産合計 10,937 10,874 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,768 3,747 

その他 3,035 3,138 

貸倒引当金 △535 △535 

投資その他の資産合計 6,268 6,349 

固定資産合計 21,567 21,639 

資産合計 126,044 126,382 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年２月28日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※ 24,968 ※ 27,028 

電子記録債務 ※ 5,934 ※ 6,483 

未払法人税等 3,795 1,499 

賞与引当金 936 1,941 

役員業績報酬引当金 115 35 

その他 ※ 10,889 ※ 9,216 

流動負債合計 46,640 46,203 

固定負債    

役員退職慰労引当金 189 187 

退職給付に係る負債 1,212 1,158 

資産除去債務 24 30 

その他 481 438 

固定負債合計 1,908 1,814 

負債合計 48,549 48,017 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,238 3,238 

資本剰余金 18,850 18,851 

利益剰余金 52,388 53,179 

自己株式 △443 △443 

株主資本合計 74,032 74,824 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,194 1,184 

為替換算調整勘定 601 621 

退職給付に係る調整累計額 △422 △402 

その他の包括利益累計額合計 1,373 1,403 

新株予約権 166 235 

少数株主持分 1,922 1,900 

純資産合計 77,495 78,364 

負債純資産合計 126,044 126,382 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年３月１日 

  至  平成26年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年３月１日 
  至  平成27年５月31日) 

売上高 66,475 70,529 

売上原価 58,168 61,664 

売上総利益 8,306 8,864 

販売費及び一般管理費 4,766 5,239 

営業利益 3,540 3,625 

営業外収益    

受取利息 23 24 

受取配当金 16 16 

その他 4 13 

営業外収益合計 44 53 

営業外費用    

支払利息 1 2 

その他 24 23 

営業外費用合計 26 26 

経常利益 3,558 3,652 

特別利益    

投資有価証券売却益 15 12 

特別利益合計 15 12 

税金等調整前四半期純利益 3,573 3,664 

法人税、住民税及び事業税 1,429 1,335 

法人税等調整額 93 206 

法人税等合計 1,522 1,541 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,051 2,123 

少数株主利益 35 44 

四半期純利益 2,015 2,078 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年３月１日 

  至  平成26年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年３月１日 
  至  平成27年５月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,051 2,123 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △159 △9 

為替換算調整勘定 △83 △7 

退職給付に係る調整額 － 20 

その他の包括利益合計 △243 2 

四半期包括利益 1,808 2,126 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,784 2,109 

少数株主に係る四半期包括利益 23 17 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更） 

該当事項はありません。 

 

 

（会計方針の変更）

 (退職給付に関する会計基準等の適用) 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号 平成24年５月17日公表分。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会

計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決

定の基礎となる債券の期間について、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定

する方法から、主として退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。退職給付会計基準等の適用については、退

職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結会計期間の期首に

おいて、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が41百万円減少し、利益

剰余金が25百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正

する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は平成27年４月１日に以降開始する連結会

計年度において解消が見込まれる一時差異等については36.0％から33.0％、平成28年４月１日

以降に開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異等については、32.0％となり

ます。なお、この税率変更による影響額は軽微であります。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

※  四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務等 

  四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務等の会計処理については、手形交換日等を

もって決済処理をしております。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であっ

たため、四半期連結会計期間末日残高に含まれております。 
  

 
前連結会計年度

（平成27年２月28日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年５月31日）

受取手形 53百万円 77百万円

電子記録債権 6 38

支払手形 505 713

電子記録債務 404 230

設備関係支払手形 5 3
 
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費

を含む。）及びのれんの償却額は次のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成26年３月１日
至  平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成27年３月１日
至  平成27年５月31日）

減価償却費 317百万円 368百万円

のれんの償却額 276 285
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成26年３月１日  至  平成26年５月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月８日

取締役会
普通株式 1,259 24.00 平成26年２月28日 平成26年５月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

  該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自  平成27年３月１日  至  平成27年５月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月９日

取締役会
普通株式 1,313 25.00 平成27年２月28日 平成27年５月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

  該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成26年３月１日  至  平成26年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント（総合ＦＭＳ事業） 

  
設備管理 
事業 警備事業 清掃事業 

建設施工 
事業 

資材関連 
事業 

自動販売機
事業 

サポート 
事業 合計 

売上高                

外部顧客への売上高 11,228 8,935 10,942 11,858 11,713 8,330 3,466 66,475 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
19 76 40 16 16 - 456 624 

計 11,248 9,011 10,983 11,874 11,730 8,330 3,922 67,100 

セグメント利益 1,029 695 1,469 741 464 551 352 5,303 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,303

セグメント間取引消去 △176

のれんの償却額 △276

全社費用（注） △1,309

四半期連結損益計算書の営業利益 3,540

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報 

  のれんについて、当社グループは、総合ＦＭＳ事業推進に伴う戦略的費用と認識して

おり、各報告セグメントの算定には含めておりません。 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成27年３月１日  至  平成27年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント（総合ＦＭＳ事業） 

  
設備管理 
事業 警備事業 清掃事業 

建設施工 
事業 

資材関連 
事業 

自動販売機
事業 

サポート 
事業 合計 

売上高                

外部顧客への売上高 12,103 9,306 11,656 13,059 12,080 8,107 4,215 70,529 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
26 71 49 55 21 － 574 799 

計 12,129 9,378 11,705 13,114 12,102 8,107 4,789 71,328 

セグメント利益 1,045 696 1,482 932 568 450 355 5,530 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,530

セグメント間取引消去 △140

のれんの償却額 △285

全社費用（注） △1,478

四半期連結損益計算書の営業利益 3,625

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報 

  のれんについて、当社グループは、総合ＦＭＳ事業推進に伴う戦略的費用と認識して

おり、各報告セグメントの算定には含めておりません。 

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項 

（報告セグメントの区分の変更） 

 当社は、当第１四半期連結累計期間より「その他」に含まれていた不動産賃貸事業等

についてサポート事業に含めるセグメント構成に変更しております。 

 なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に

基づき作成したものを開示しております。 
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前第１四半期連結累計期間
（自  平成26年３月１日
至  平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成27年３月１日
至  平成27年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 38円39銭 39円58銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 2,015 2,078

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,015 2,078

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,500 52,524

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 38円30銭 39円48銭

普通株式増加数（千株） 126 126

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 

 

２【その他】

（剰余金の配当） 

  平成27年４月９日開催の取締役会において、剰余金の配当につき次のとおり決議いたしました。 

(1）配当金の総額                         1,313百万円 

(2）１株当たり配当金                        25円00銭 

(3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成27年５月８日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

  該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年７月９日

イオンディライト株式会社 
 
  取締役会  御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 美    馬    和    実    印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三    浦    宏    和    印 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

るイオンディライト株式会社の平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第１四半

期連結会計期間(平成27年３月１日から平成27年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年

３月１日から平成27年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イオンディライト株式会社及び連

結子会社の平成27年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営

成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成27年７月14日 

【会社名】 イオンディライト株式会社 

【英訳名】 AEON DELIGHT CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    中  山  一  平 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区南船場２丁目３番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

  当社代表取締役社長  中山一平は、当社の第43期第１四半期（自  平成27年３月１日  至  平成

27年５月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

 

２【特記事項】

  確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


